予算要求資料
平成27年度9月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：消防費　目：消防指導費　　　
	事業名　新　消防団加入促進モデル事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　危機管理部　消防課　消防係　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     2,500千円（現計予算額：    0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	2,500
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	2,500
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・人口減少、少子高齢化社会を迎え、消防団員は減少傾向にある。また、団員のサラリーマン化による被雇用者数増加や、消防団員の高齢化等による昼間消防力の低下も懸念されている。
・総務省消防庁では、本年度、消防団を中核とした地域防災力の向上及び消防団の加入促進を図ることを目的として、消防団活性化に向けた取組みの先進事例を構築するための「消防団加入促進モデル委託事業」を実施する。

・県では、「消防団水防団応援事業所制度」、「消防団協力事業所支援減税制度」等の実施により、消防団の加入促進に取り組んでいる中、これらの制度をより効果的に実施するため、国の消防団加入促進モデル委託事業を活用し実施する。
（２）事業内容

　　○消防団協力事業所支援減税制度の周知ＰＲの実施
・被雇用者である団員の増加による昼間消防力の低下が懸念される中、雇用者が入団しやすく、かつ消防団員として活動しやすい活動環境を整えるため、平成２８年４月から施行される「消防団協力事業所支援減税制度」の周知ＰＲを事業所、関係機関等に対して実施する。併せて「消防団協力事業所表示制度」未導入の市町村に対する導入の働きかけや事業者に対する制度ＰＲ等を実施する。
○消防団応援事業所制度の充実

・消防団員の利用度を高めて、応援事業所登録企業や店舗数の増加に繋げるために、消防団員に交付する団員カードを刷新（シールタイプからカードタイプへ刷新）し、消防団がより制度を利用しやすい環境を整え制度の充実を図る。

○「消防団読本」の改定（リニューアル）
・県内の高校生(３年生)を対象に消防団について、分かりやすく、興味の持

てる内容の「消防団読本」を作成・配布してきたが、高等学校で教材、授業として活用できるような内容に改定するとともに、名称を親しみ易いタイトルへ変更する。
（３）県負担の考え方

・市町村における消防団員の加入を促進させるための支援策として、県が広域的に展開し各事業を実施する。
　　・本年度は総務省消防庁消防団加入促進モデル委託事業の採択を活用して実施する。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	　1,413
	消防団支援減税制度周知展開、消防団応援事業所制度カード作成

	役務費
	115
	印刷物送付

	委託料
	　  972
	消防団読本改定

	合計
	　2,500
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）国・他県の状況
平成２７年度総務省消防庁「消防団加入促進モデル委託事業」実施団体

	都道府県
	宮城県、群馬県、新潟県、長野県、岐阜県、京都府、鳥取県、広島県、長崎県

	市町村
	20市町村

	合計　２９団体


（２）後年度の財政負担
　　　翌年度以降は、県事業として継続実施予定
（３）事業主体及びその妥当性
・消防組織法では、「市町村消防の原則」の観点から、団員確保を含め、

消防団の管理運営は市町村の責務であるとされ、県は「市町村の消防が

十分に行われるよう」補完的に協力するとされている。また、地方自治法

においては、広域にわたるものを県が処理するとされている。
　　・総務省消防庁が実施する「消防団加入促進モデル事業」は、都道府県、市

町村が実施する消防団加入促進事業を対象として実施されるものである。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　減少傾向にある県内消防団員数を増加させることで、減災に最も必要な自助・共助の両側面を有する消防団の機能を充実強化し、地域防災力の維持・向上を図り、来たるべき南海トラフ巨大地震等大規模災害時における安全・安心な地域づくりを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	人口１０万人当たりの消防団員数
	1,517人
（S44）
	1,013人
（H24）
	1,017人
（H25）
	1,010人
（H26）
	1,030人
（H30）
	98.1％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成26年度の取組）

	


（平成26年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・「消防団等充実強化法」により、県は、消防団への加入の促進等に関して必要な措置を講ずることが義務づけられた。
・また、第27次消防審議会の中間答申において、勤務地における被用者、公務員等、大学生等、女性の加入促進について、早急に取り組むべき事項として示された。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
「消防団等充実強化法」の成立により、県は、消防団への加入の促進に関して必要な措置を講ずることが義務づけられ、また、第27次消防審議会による中間答申においても、勤務地における被用者、公務員等、大学生等、女性の加入促進について、早急に取り組むべき事項とされており、県においても早急に取り組むべき必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。
　多様な人材の活用、加入促進を加速させるため、対象者ごとに重点的に各事業を実施し、団員数の増加につなげる。


